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１．2024年12月期第３四半期の業績（2024年１月１日～2024年９月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

事業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年12月期第３四半期 165 △40.9 △121 ― △143 ― △145 ―
2023年12月期第３四半期 279 ― 39 ― 37 ― 35 ―

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2024年12月期第３四半期 △23.00 ―
2023年12月期第３四半期 6.50 ―

(注) １．2024年12月期第３四半期において営業利益以下の各段階利益は赤字のため、また2023年12月期第３四半期は財

務諸表作成初年度であるため、各々対前年同四半期増減率の記載を省略しております。

２．2023年７月31日付で優先株式に関する定款の定めを廃止し全ての優先株式を普通株式に変更しております。ま

た、2023年８月17日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。2023年12月期の期首に当該普

通株式への変更及び株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を計算しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、2024年12月期第３四半期は

四半期純損失であり、また、2023年12月期第３四半期は当社株式は非上場であるため、期中平均株価の把握が

困難であるため記載を省略しております。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2024年12月期第３四半期 2,334 2,300 98.5
2023年12月期 1,655 1,575 95.2

(参考) 自己資本 2024年12月期第３四半期 2,300百万円 2023年12月期 1,575百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
2024年12月期 ― 0.00 ―
2024年12月期(予想) 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2024年12月期の業績予想（2024年１月１日～2024年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

事業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 676 87.6 144 284.4 128 257.6 108 229.0 17.07

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

2024年２月13日付の業績予想にてお知らせした事業収益、営業利益、経常利益、並びに当期純利益の金額に各々変更

はありませんが、新株発行等による発行済株式数の増加に伴い、１株当たり当期純利益の金額が変動しております。



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2024年12月期３Ｑ 6,487,114株 2023年12月期 5,501,314株

② 期末自己株式数 2024年12月期３Ｑ ―株 2023年12月期 ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2024年12月期３Ｑ 6,332,055株 2023年12月期３Ｑ 5,501,314株

(注) １．当社は2023年７月31日付で定款の一部変更を行い、優先株式に関する定款の定めを廃止し全ての優先株式を普

通株式に変更しており、2023年12月期の期首に普通株式への変更が行われたと仮定して、発行済株式数（普通

株式数）を算定しております。

２．2023年7月31日開催の臨時取締役会決議により、2023年８月17日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行

っております。発行済株式数（普通株式数）は、2023年12月期の期首に株式分割が行われたと仮定して算定し

ております。

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査
法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
(将来に関する記述等についてのご注意)

本資料に記載した業績見通し等は、本資料公表日現在にて入手可能な情報をもとに、当社が合理的と判断した一

定の前提に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後の様々な要因の変化等によって予想数値とは大きく異

なる可能性があることにご留意ください。

業績予想の関する事項は、添付資料P.3「１．当四半期決算に関する定性的情報(３)業績予想などの将来予測情報

に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期累計期間（2024年１月１日～2024年９月30日）におけるわが国の経済は“ポスト・コロナ”の経済活

動が本格化するなか、名目賃金の伸びが続いたことにより実質賃金がプラスに転じ、個人消費には持ち直しの兆しが

現れるなど、景況感にやや明るさが見られました。その一方で、エネルギー価格の高止まりや円安基調の長期化など

の懸念材料も依然として存在しており、今後の見通しには不透明感が残りました。

当社のmRNA標的低分子創薬事業においては、創薬プラットフォーム ibVISⓇ を活用し、東レ株式会社、塩野義製薬

株式会社、ラクオリア創薬株式会社、並びに武田薬品工業株式会社（以下これら製薬会社を「パートナー」と表記）

との共同創薬研究を進めており、さらなる提携先の獲得に向け、mRNA標的低分子創薬に関心を持つ国内外の製薬会社

を対象に、当社のプラットフォーム技術紹介等のアプローチを進めました。

さらに将来の事業多角化に向け、核酸医薬品をはじめ、mRNA標的医薬品の自社パイプラインを創出する取り組みを

進めました。核酸医薬品の開発においては、当社は既にp53遺伝子のmRNAの量を低下させ、タンパク質の発現を抑制す

る核酸医薬品の一種、アンチセンスオリゴヌクレオチド（ASO）を同定し、日本国内での特許取得とともに、さらに効

率よく活性の高いASOを取得するための独自研究を進めております。また三菱ガス化学株式会社との間では、ASOの研

究・開発・製造を目的とした協業の可能性について、2023年12月より継続的に検討を進めております。

当第３四半期累計期間においては、mRNA標的低分子創薬事業における各パートナーとの共同創薬研究が各々順調に

進捗し、ヒット化合物認定等の成果がありました。収益面では、共同創薬研究契約に基づき定期的に受け取る研究支

援金や、スポット的に発生するマイルストーン収入等により事業収入は165,134千円(前年同四半期比40.9%減)を計上

しました。事業費用には研究開発費117,274千円を含む286,850千円が発生し、営業損失は121,716千円(前年同四半期

は39,657千円の営業利益)となりました。営業外損益においては、当社株式の東京証券取引所グロース市場上場に伴う

費用12,820千円、公募増資の実施に伴う新株発行費用9,351千円が営業外費用に発生したこと等により、経常損失は

143,472千円(前年同四半期は37,888千円の経常利益)、四半期純損失は145,609千円(前年同四半期は35,750千円の四半

期純利益)となりました。
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（２）財政状態に関する説明

財政状態の分析

（資産）

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて679,170千円（41.0%）増加し、2,334,701千円とな

りました。流動資産は主に現金及び預金の増加684,926千円により686,221千円（42.1%）増加し、2,315,429千円

となりました。固定資産は、主に減価償却による有形固定資産の減少6,686千円により7,051千円（26.8%）減少

し、19,271千円となりました。

（負債）

当第３四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比べて45,571千円（57.0%）減少し、34,321千円となりまし

た。これは主に流動負債にてその他に含まれる未払消費税の減少23,753千円、前受金の減少20,643千円等があっ

たことによるものです。

（純資産）

当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べて724,741千円（46.0%）増加し、2,300,380千円とな

りました。これは2024年２月から３月にかけて実施した公募増資等による資本金及び資本準備金の増加870,351千

円及び、同４月に実施した減資による資本金の減少448,000千円、資本剰余金の増加448,000千円並びに、利益剰

余金の減少145,609千円があったことによるものです。

これらの結果、自己資本比率は、前事業年度末の95.2%から3.3ポイント上昇し、98.5%となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2024年12月期の業績予想については、2024年２月13日付でお知らせした内容より変更はございません。

なお、本資料に記載した業績予想等は、本資料発表日現在にて入手可能な情報をもとに、当社が合理的と判断した

一定の前提に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後の様々な要因の変化等によって予想数値とは大きく異

なる可能性があることにご留意ください。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2023年12月31日)

当第３四半期会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,549,111 2,234,037

売掛金 59,070 45,799

貯蔵品 16,318 14,743

前渡金 1,522 8,541

前払費用 1,645 1,801

その他 1,539 10,506

流動資産合計 1,629,208 2,315,429

固定資産

有形固定資産 23,645 16,958

無形固定資産

ソフトウエア 440 354

特許権 973 812

無形固定資産合計 1,414 1,167

投資その他の資産 1,263 1,146

固定資産合計 26,323 19,271

資産合計 1,655,531 2,334,701
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年12月31日)

当第３四半期会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

未払金 24,464 21,978

未払法人税等 2,850 2,137

前受金 26,143 5,500

その他 26,434 4,705

流動負債合計 79,892 34,321

負債合計 79,892 34,321

純資産の部

株主資本

資本金 90,000 77,175

資本剰余金 1,452,590 2,335,766

利益剰余金 33,048 △112,561

株主資本合計 1,575,639 2,300,380

純資産合計 1,575,639 2,300,380

負債純資産合計 1,655,531 2,334,701
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年９月30日)

事業収益 279,251 165,134

事業費用

研究開発費 102,400 117,274

販売費及び一般管理費 137,194 169,576

事業費用合計 239,594 286,850

営業利益又は営業損失(△) 39,657 △121,716

営業外収益

受取利息 14 194

講義料 155 223

その他 60 3

営業外収益合計 231 420

営業外費用

上場関連費用 2,000 12,820

株式交付費 - 9,351

その他 - 5

営業外費用合計 2,000 22,176

経常利益又は経常損失(△) 37,888 △143,472

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失(△) 37,888 △143,472

法人税、住民税及び事業税 2,137 2,137

法人税等合計 2,137 2,137

四半期純利益又は四半期純損失(△) 35,750 △145,609
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は2024年２月８日付で東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。この上場にあたり、2024年２月７

日を払込期日とする公募増資(ブックビルディング方式による募集)による新株式800,000株の発行により、資本金及

び資本剰余金がそれぞれ368,000千円増加、2024年３月12日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出し

に関連した第三者割当増資による新株式120,000株の発行により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ55,200千円増加

しております。

当社は2024年３月14日開催の定時株主総会の決議に基づき、2024年４月19日付で減資の効力が発生し、資本金の

額448,000千円をその他資本剰余金に振り替えております。

加えて、当第３四半期累計期間において、第１回新株予約権の行使により資本金及び資本剰余金がそれぞれ

11,975千円増加しております。

これらの結果、当第３四半期会計期間末において資本金が77,175千円、資本剰余金が2,335,766千円となっており

ます。

（セグメント情報等）

当社は、創薬プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。) は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年９月30日)

減価償却費 20,539千円 11,369千円
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独立監査人の四半期財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月13日

株式会社Veritas In Silico

取締役会 御中

東 陽 監 査 法 人

東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 川久保 孝之

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 曽田 竜司

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社Veritas In Silicoの2024年１月１日から

2024年12月31日までの第９期事業年度の第３四半期会計期間（2024年７月１日から2024年９月30日まで）及び第３四半

期累計期間（2024年１月１日から2024年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期

損益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表

等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、

四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める

記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する

会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠

して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限

定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手し

た証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


